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要 旨
健康の社会的決定要因の解明と健康政策への貢献を目的とした国際共同研究の研究会議
を，２０１１年１０月１５日京都で開催した。この国際共同会議は，英国ホワイトホール研究，ヘ
ルシンキ健康調査，日本公務員研究の研究チームが定期的に行っている。今回，これまで
の成果を持ち寄り今後の国際比較研究の方向性について議論がなされた。
日本からは社会経済状態や職務ストレスによる健康格差が家庭役割や仕事満足によって
説明されることが報告され，英国からは若年期の行動が大人になってからの健康格差とリ
ンクしていることが報告された。フィンランドからは職業階級による健康格差が健康行動
や労働環境との関連によってもたらされているとの報告がなされた。これら報告を下に国
家間の健康格差の違いを説明するための今後の検討の必要性が明らかにされ，本共同研究
が健康の社会的決定要因の解明に対してさらなるエビデンスを提供する有用性を確認し
た。
Abstract
A joint meeting for international collaborative studies on social determinants of
health and policy implications was held in Kyoto on October 15, 2011. The
collaborative meetings have been periodically held since late 1990’s. Researchers
from Britain (the Whitehall II study), Finland (the Helsinki Health Study), and
Japan (the Japanese civil servant study) shared findings from our previous studies
and discussed future directions of the international collaborative study. Researchers
from Japan reported that there were health inequalities among socioeconomic status
groups and such social inequalities in health were explained by work stress, work-
family conflicts and job satisfaction. Researcher from Britain reported that there
were the links between early life factors and adult health inequalities from research
findings on life course epidemiology. Researchers from Finland reported as to how
health inequalities among occupations are generated. The similarities and
differences in the above findings and their potential reasons were discussed.
Researchers reached agreements on the future research topics in the international
comparisons, and concluded that our international comparative studies provide more
useful evidence for further understanding of social determinants of health.
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はじめに
世界保健機構（WHO）が「健康の社会的決定要因に関する委員会」の報告にて提言するなど健康格差の
問題は，世界的に重大な課題となっている１）。健康格差に関する研究の多くは，英国ロンドン大学ユニバー
シティ・カレッジ（UCL）の Michael Marmot 教授らによる国家公務員を対象とする前向きコホート調査
（ホワイトホール研究）に端を発したものであり，現在では，社会疫学という新しい分野にて社会経済状態
ならびに心理社会的ストレス格差の健康影響に関する研究として公衆衛生学領域の世界主流の研究となって
いる。保健医学講座では，UCL との学術交流協定の下，日本の地方公務員を対象とした社会疫学研究を行
い，エビデンスを提供している２～７）。また今回報告する国際共同研究は，上記 UCL の健康格差に対する要
因解明と健康政策への寄与を目的としたホワイトホール研究と比較可能な前向きコホート研究を，日本
（Japaneas Civil Servants Study: JACS）及びフィンランド（Helsinki Health Survey: HHS）で開始し，国
家間比較を目的とした大規模疫学研究としての成果を挙げている（表１）。
これまでも英国，フィンランド，日本の研究者は，定期的に研究者間での交流を通して国際比較研究の報
告や今後の方針を検討しているが８），今回，京都にて開催された国際会議 World Sleep 2011でのシンポジウ
ム合同企画に併せ，著者ら日本側が議長国として２０１１年１０月１５日に国際共同研究者会議を開催するに至っ
た。
国際共同会議２０１１の概要と体制
本会議は，各国が行なったコホート調査データを共有し国際比較を可能とする大規模疫学研究のための検
討会として位置づけられ，UCL 疫学・公衆衛生学，ヘルシンキ大学社会人口学・公衆衛生学，そして本学
の保健医学とで組織的な連携体制を組んで定期的に行なっているものである。今回，世界でも先進的な本取
り組みの成果を踏まえ国際会議で睡眠格差に関するシンポジウムを共同開催するに至った。それを受け，３
表１ 国際共同研究成果（論文）一覧
Chandola T, Martikainen P, Bartley M, Lahelma E, Marmot M, Sekine M, Nasermoaddeli A,
Kagamimori S. Does conflict between home and work explain the effect of multiple roles on mental
health? A comparative study of Finland, Japan and the UK. Int J Epidemiol 2004:33:884-893
Martikainen P, Lahelma E, Marmot M, Sekine M, Nishi N, Kagamimori S. A comparison of
socioeconomic differences in physical functioning and perceived health among male and female
employees in Britain, Finland and Japan. Soc Sci Med 2004:59:1287-95
Lallukka T, Lahelma E, Rahkonen O, Roos E, Laaksonen E, Martikainen P, Head J, Brunner E,
Mosdol A, Marmot M, Sekine M, Nasermoaddeli A, Kagamimori S. Associations of job strain and
working overtime with adverse health behaviors and obesity: evidence from the Whitehall II Study,
Helsinki Health Study, and the Japanese Civil Servants Study. Soc Sci Med 2008:66:1681-1698
Sekine M, Chandola T, Martikainen P, Marmot M, Kagamimori S. Socioeconomic inequalities in
physical and mental functioning of British, Finnish, and Japanese civil servants: role of job demand,
control, and work hours. Soc Sci Med 2009:69:1417-1425
Lahelma E, Lallukka T, Laaksonen M, Martikainen P, Rahkonen O, Chandola T, Head J, Marmot M,
Kagamimori S, Tatsuse T, Sekine M. Social class differences in health behaviours among employees
from Britain, Finland and Japan: the influence of psychosocial factors. Health & Place 2010:16:61-70
Lallukka T, Chandola T, Roos E, Cable N, Sekine M, Kagamimori S, Tatsuse T, Marmot M,
Lahelma E. Work-family conflicts and health behaviors among British, Finnish and Japanese
employees. Int J Behav Med 2010:17:134-142
Sekine M, Tatsuse T, Kagamimori S, Chandola T, Cable N, Marmot M, Martikainen P, Lallukka T,
Rahkonen O, Lahelma E. Sex inequalities in physical and mental functioning among British, Finnish,
and Japanese civil servants: role of job demand, control and work hours. Soc Sci Med 2011:73:595-603
Sekine M, Lahelma E, Marmot M. The Role of the Social Democratic welfare state regime in
reducing socioeconomic inequalities in health: Results from Comparative Studies on British, Finnish,
and Japanese Civil Servants. In Herrmann P(ed.).Democracy: Theory and Action. Nova Science
Publishers, New York 2011:161-182
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カ国間での国際比較研究の推進に向けて，富山大学保健医学講座から４名，UCL から１名，ヘルシンキ大
学から５名の研究者が一同に介し，健康格差に関する国際共同研究の方向性を検討，ならびに共同開催する
シンポジウムのテーマである睡眠の社会的決定要因についてディスカッションを行なった（表２）。
健康格差に関する国際共同研究
これまで３カ国がそれぞれ行ってきた健康格差に関する国際共同研究は，今回を通して具体的な方向性や
各研究の位置づけが明確にされた。
日本からは社会経済格差や性差の健康との関連が，家庭役割やワークファミリーバランスの改善によって
どの程度説明されうるのかに関する報告があり，国家間で社会的役割（家庭的役割及び社会的な職業役割含
む）の性差についての意見交換がなされた。特に職務ストレスと健康との関連で見た場合，国家間の関連性
の違いが男女ともに見られることから，それがどのような社会的役割，またはそれを構成する社会福祉体制
の影響を受けているかを国家間比較を用いて検討することの重要性が示唆された。
また各論として職務満足という心理社会的要因をテーマに，職務満足が仕事の裁量度や要求度といった職
務ストレスに対してどの程度の緩衝効果をもたらすかについて，国家間で違いがあるとすればそれはどのよ
うな職業文化的差異によるものかなどについて意見が交換された。更にヘルシンキ大学と課題を共有する飲
酒リスクに関して，日本特有の飲酒パターンである「晩酌」という生活習慣が健康にポジティブに寄与する
結果が示され，それは家庭役割や性差とどのように関連するかという次なる課題が共有された後，各国の家
庭生活や労働時間など飲酒行動に影響を与えるファクターの社会的背景を踏まえた国際比較の方向性が明示
された。
英国からは，心理的ウェルビーイングの性差のメカニズム研究を３カ国比較にて行う提案がなされたとと
もに，ライフコース疫学によって各発達段階における行動や環境が青年期以降の健康状態や健康行動にどの
程度影響しているかを検討した先進的なコホート研究の発表がなされた。これは１９５８年に生まれた英国の
１７０００人の集団のライフコースを５０年に及び追跡したもので，単なる小児期や成人期の生活行動による影響
のみでなく，生まれたときの社会経済的状態や知能，生い立ちなども含めた人生全体の要素を考慮したライ
フコース疫学の研究である。これらの結果から見えてきた健康と社会経済状態，心理社会的背景の健康への
影響を今後，国際比較研究にて検討する重要性が検討された。
また，冒頭に述べた健康格差研究の先駆者であり，現在健康の社会的決定要因に関して WHO の委員会で
精力的に活動を続ける Micheal Marmot 教授が，本国際比較研究から見えてくる健康格差問題についての総
論的な研究報告をする旨の報告があり，世界的な健康格差研究としての国際共同研究の位置づけがなされ
た。
フィンランドからは，職業階級による健康格差が何によって説明されるかという研究の報告がなされた。
階級の低い労働者が身体的健康度の悪化がより急速であることが明示された。更に健康行動や雇用条件，そ
して物理的環境によって低い労働階級の健康度の低下格差が説明されたという結果をベースに，健康度の職
表２ 国際共同研究者会議２０１１参加者一覧
日本：富山大学
関根道和（議長）
立瀬剛志
濱西島子
峯村創
英国：ロンドン大学ユニバーシティ・カレッジ
Dr Noriko Cable
フィンランド：ヘルシンキ大学
Dr Eero Lahelma
Dr Ossi Rahkonen
Dr Tea Lallukka
Ms Peija Haaramo
Ms Peppi Lyytikäinen
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業階級との関連に関する国家間比較を行なったところ，日本では職業階級による差に有意性が見られないこ
と，精神的健康度においては英国以外職業階級間で差が見られないことなど，国家間での明らかな違いが見
られた。こうした国家間の違いに対して今後，性差の比較や職業階級の変化（キャリアパス）に対する影響
などを縦断研究にて検討していく方向性が示唆された。また，今回初めて参加した２人の若手研究者を含め
ヘルシンキ大学の３名から睡眠疫学に関する新しい研究報告があり，不眠症による離職やメンタルヘルスな
らびに心血管疾患への影響や，睡眠問題の多くは女性の健康障害にたいしてのみ関連しているという新しい
知見が提示された。
更にフィンランドの研究代表者である Euro Lahelma 教授からは，これまでの研究結果を踏まえて今後の
国際共同研究における研究課題の一覧と担当を示すプレゼンテーションがなされた。これにより UCL，ヘ
ルシンキ大学，富山大学それぞれの健康格差研究のフレームが明確となり，今回参加できなかった共同研究
者のテーマも含めて，各研究者の国際健康格差研究における位置づけが検討された後，各人の合意を得るに
至った（図１）。
睡眠の社会的決定要因に関する研究
本共同会議では，１０月１６日に合同開催する国際学会 World Sleep 2011でのシンポジウム「睡眠の社会的決
定要因－疫学から健康政策へ」での検討内容である３つのテーマについても方向性が検討された。一つ目の
テーマである「Policy Implications of Socioeconomic Inequalities in Sleep」では，英国，フィンランドそし
て日本の比較研究の結果から，睡眠における社会経済的格差は，ワーク・ファミリーコンフリクトとの関連
で見ると日本とヨーロッパ２カ国では違う動き（増減）を見せ，格差是正への関連の違いが示された。２つ
目のテーマである「Examining a pathway between social inequality in sleep」では UCL の小児期からの健
康行動と睡眠問題に焦点をあてた研究の報告があった。中年期において飲酒や喫煙などの健康リスク習慣を
持つ者の睡眠状態や過去のリスク行動との関連が示された。３つ目のテーマである「Economic difficulties
and poor sleep」というテーマではヘルシンキ大学が行なった国家間比較の縦断研究の結果から，子供の頃
ならびに現在の社会経済状態が睡眠の悪さと関連していることが示された。
今後の方向性
今回，国際共同体制による健康格差研究の方向性と各比較研究の位置づけ，従来の疫学という分野に留ま
らず国家間の文化的社会的背景も考慮した国際的なライフコース医学への展開，健康の要素としての生活文
化の違いに着目した国際比較研究への可能性など多くの議論がなされ合意が得られた。またこれらの検討に
よって，本研究が WHO の目指す単なる疾病予防を超えた社会的な健康を検討しうる社会的決定要因解明の
ための国際共同研究であることが明示され，そのための体制基盤が整えられたといえる。
今後こうした国家間，組織間を超えた健康格差の国際研究の発展に努めることを確認し，会議は閉会となっ
た（図２）。
図１ 会議の模様 図２ 会議終了後の集合写真
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